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企画・評価グループ

課の庶務事務のほか、公有財産の適正な管理及び効率的な運用を図るため、各部局との総合調整、

研修等を実施した。また、大阪府財産評価審査会及び府有資産所在市町村交付金、府有財産に係る災

害共済の委託に関する事務を行った。

１　公有財産に関する総合調整事務
（１）事務の協議及び指導等
各部局から協議のあった公有財産の取得、使用許可、貸付け及び処分等について総合調整を行ったが、内訳は次のとおりである。
	協議事項
	件　数

	行政財産の取得
	0

	行政財産の用途廃止又は変更
	24

	所管換え
	11

	使用承認
	6

	使用許可
	149

	行政財産の貸付け
	39

	取得・管理処分に関する知事の指定
	20

	普通財産の取得・貸付け・処分
	63

	土地の交換
	1

	その他
	1

	計
	314


（２）研　　修
公有財産管理事務の適正処理を図るため、公有財産事務担当者を対象に研修を実施した。
1 第１回
　　　　ア　実　施　日　　　　　　平成２９年６月２３日
　　　　イ　場　　　所　　　　　　大阪府新別館南館８階大研修室
　　　　ウ　内　　　容　 　　　　 ・公有財産事務について
・国有財産等所在市町村交付金について
・建物共済について
・財産活用課の相談体制
2 第２回
　　　　ア　実　施　日　　　　　　平成２９年１２月８日
　　　　イ　場　　　所　　　　　　大阪府新別館南館８階大研修室
　　　　ウ　内　　　容　 　　　　 ・公有財産事務（公有財産台帳等管理システムを
除く）に関する質問の多い実務に即した事例に
ついて解説
２　公有財産活用検討委員会の運営

公有財産の総合的かつ効率的な運用を図ることを目的に下記のとおり開催した。

	開　催　日
	内　　　容

	第1回

平成29年6月23日
	○元柑橘母樹園他２件の売却方針を検討

	第2回

平成29年8月8日
	○国道１７０号線区域外用地の売却方針を検討

	第3回

平成29年11月14日
	○旧大阪中央環状線区域外用地他１件の売却方針を検討


　※平成24年度より検討対象財産を「すべての土地及びこれに定着する建物」とし公有財産の有効活用手続きの明確化を図るため運営要綱の一部を改正した。

３　大阪府財産評価審査会

開　催　回　数　　　　　　　11回

審　査　件　数

　土地取得　　　　　　　　　73件

　区分地上権設定　　　　　　 1件

　土地処分　　　　　　　　　45件

　建物処分　　　　　　　　　 1件

　土地交換　　　　　　　　　 1件

　建物移転補償　　　　　　　 5件　

　　　　計　 　　　　　　  126件

根　拠　法　令

○附属機関条例

　○公有財産規則

　○財産評価審査会規則

４　府有資産所在市町村交付金

平成28年3月31日現在において府が貸付等を行っている固定資産について、その固定資産の

所在する市町に交付金を交付した。

　　　　　交　　付　　先　　　大阪市ほか28市町

　　　　　執　　行　　額　　　445,779,000円

　　　根　拠　法　令　　　国有資産等所在市町村交付金法

府有資産所在市町村交付金の推移（最近3か年）　　　（単位：千円）

	
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度
	備　　　考

	歳出予算（最終）
	501,044   
	465,289
	445,779
	一般会計のみ

	決算額
	501,044
	465,289
	445,779
	

	執行額
	501,044
	465,289
	445,779
	


５　府有財産に係る災害共済

府所有の建物について、火災等による損害を補てんするため、公益財団法人都道府県会館災害共済部に災害共済の委託を行った。

　　　共 済 責 任 額　　  13,630,264,000円

　　　執    行    額　　　  　 1,500,332円

根  拠  法  令　　　地方自治法第263条の2

経営管理グループ

　平成２７年１１月に策定した「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき、ファシリティマネジメント推進会議を開催し、総量最適化・有効活用に向けた点検等を実施したほか、公有財産台帳等管理システムの管理運用等を実施した。

１　ファシリティマネジメント推進会議

府が所有する公共施設等の計画的な修繕・建替えや利用需要に応じた有効活用を図るファシリティマネジメントを円滑に推進するため、保全計画グループと合同で「ファシリティマネジメント推進会議」を開催し、ファシリティマネジメントについての情報収集、課題の検討、各部局の調整を図った。

　　　　　　　　　　・　開　　催　　日　　　　平成２９年５月１０日

２　総量最適化・有効活用に向けた点検

大阪府ファシリティマネジメント基本方針に示す総量最適化・有効活用の取組みを推進するため、概ね建築後２５年・５０年目を経過する建物を含む下記施設について、その劣化（老朽）や有効活用の状況を点検し、将来の活用方針を検討した。

＜点検対象施設＞

	区分
	施設数
	棟数

	庁舎（本庁舎、保健所等）
	5
	6

	学校
	17
	86

	警察施設
	3
	4

	その他（公の施設等）
	8
	30

	合計
	33
	126


　　　　　　【築後２５・５０年目の点検】

　　　　　　【その他（築後２５・５０年目以外）の施設の点検】

	区分
	施設数
	棟数

	公の施設
	20
	32

	庁舎
	16
	18

	その他
	6
	6

	合計
	42
	56


＜点検結果＞

【築後２５・５０年目の点検】

	　　区分
	施設数
	棟数

	Ⅰ　維持
	19
	75

	Ⅱ　建替え（減築）
	1
	1

	Ⅲ　有効活用
	0
	0

	Ⅳ　撤去・廃止・売却
	5
	19

	【その他】　継続協議
	10
	32

	合計
	35
	127


（注）施設数については、同一施設で棟ごとによって2つの活用方針があるものは、2回計上。
【その他（築後２５・５０年目以外）の施設の点検】

	　　区分
	施設数
	棟数

	○（25・50年目の点検までの当面の間、予防保全を実施）
	21
	28

	△（継続して点検を実施）
	16
	20

	×（廃止等）
	5
	8

	合計
	42
	56


（注）上記のほか、「学校」「警察施設」「本庁舎（大手前、咲洲）」「防災施設」「インフラ施設」について、施設類型別計画等により点検を行い、『○』とした。
３　減損の兆候及び認識となる財産のとりまとめ
　

固定資産が行政目的に照らして有効に機能しているかを基準に基づき評価を行うことにより、資産の有効活用に資するとともに、自治体の業務運営状況を明らかにするため、減損の兆候及び認識となる財産について取りまとめた。

　　（１）減損の兆候がある（減損を認識した場合を除く）もの

　　　　　　土　　　　　　　地　　　　３件

　　　　　　建　　　　　　　物　　　　７件

　　　　　　工　　　作　　　物　　　　２件

　　　　　　府営住宅特別会計分　　　５５住宅

　　（２）減損を認識したもの

　　　　　　土　　　　　　　地　　　　８件

　　　　　　建　　　　　　　物　　　　７件

　　　　　　工　　　作　　　物　　　　４件

　　　　　　府営住宅特別会計分　　　　３住宅

４　公有財産台帳の管理

公有財産台帳の集中管理を行っており、新公会計制度に対応した公有財産台帳等管理システムの本格運用を行った。

なお、平成３０年３月３１日の公有財産は、次のとおりである。

	区　　　　分
	数     量（㎡）
	価    格（千円）

	土　　　地
	69,112,542.08　　
	2,942,540,077　　

	建　　　物
	13,070,997.48　　
	890,919,698　　

	そ　の　他
	　―
	2,832,275,183　　

	計
	　―
	6,665,734,958　　


（注）金額は、取得価額から減価償却累計額及び減損累計額を引いた額とする。

単位未満は四捨五入としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。

また、速報値のため、決算とは異なる場合がある。

５　公有財産台帳等管理システムに係る研修

公有財産台帳等管理システムへの入力が適正に行われるよう、公有財産事務担当者を対象に研修を実施した。

　　（新規担当者向け）

（１）実施日　　平成２９年４月１７、１８日（２．５時間×３回）

（２）場　所　　咲洲庁舎４１階 ＯＡ研修室

（３）内　容　　・新公会計制度の概要

                ・公有財産台帳等管理システムの操作
（担当者向け）

（１）実施日　　平成２９年９月１２～１５、２０日（５．５時間×５回）

（２）場　所　　咲洲庁舎４１階 ＯＡ研修室

（３）内　容　　・公有財産台帳等管理システムについて
・公有財産台帳等管理システムの操作

保全計画グループ

「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき建物の長寿命化を推進するため、ファシリティマネジメント推進長寿命化技術検討ワーキンググループを設置・運営し、建物の劣化度調査に向けた体制整備を行うとともに、施設管理者による日常点検体制の推進を図った。

１　ファシリティマネジメント推進長寿命化技術検討ワーキンググループ

ファシリティマネジメント基本方針に示す長寿命化の実施方針を推進するため、「ファシリティマネジメント推進長寿命化技術検討ワーキンググループ」を設置し、建物の長寿命化に向けた技術的な検討・協議を次のとおり行った。

・開　催　日　　平成２９年５月１９日、１０月６日、平成３０年３月２２日（３回）

２　建物の長寿命化に向けた劣化度調査の実施

建物の長寿命化に向けた取組みを推進するため、教育庁施設財務課、大阪府警本部施設課及び住宅まちづくり部公共建築室計画課と連携し、平成２８年度からの３年間で主要な建物（延べ床面積が1,000㎡以上）の劣化状況を調査し、計画的な更新・修繕を実施するための保全計画を取りまとめる。

　　　　平成２９年度調査実施施設

	区分
	発注部署
	施設数
	棟数

	学校
	教育庁施設財務課
	６４
	２４５

	警察施設
	大阪府警察本部施設課
	４２
	４３

	その他
	住宅まちづくり部公共建築室計画課
	３３
	４０

	合計
	１３９
	３２８


３　日常点検体制の推進

建物の長寿命化に向けた取組みを推進するため、施設管理者による日常点検体制を推進し、施設の適切な機能保全を図り突発的に生じる恐れのある事故の予防に取組んだ。

・施設管理者による日常点検のための建築物点検マニュアルの改定：平成２９年１１月改定
・日常点検実地研修開催：平成２９年５月２４日（富田林保健所）

平成２９年１１月１日（茨木保健所）
・日常点検等にかかる相談件数：２０件

財産処理グループ

一般競争入札による府有地等の売払い、普通財産の引受け・引渡し、当課が管理する普通財産の処分及び貸付事務、普通財産の管理のための測量業務等を行った。

１　一般競争入札による府有地等の売払い

　　一般競争入札による府有地等の売払いを、３回実施した。

　　　開札日　　　①平成29年9月28日

　　　　　　　　　　　②平成29年11月28日

　　　　　　　　　　　③平成30年3月20日

　　　場　　　所　　　大阪府咲洲庁舎44階共用会議室　　　

入札状況　　  郵送による期間入札
1 入札参加者数  23
	入札物件数
	入札物件面積
	落札物件数
	落札金額計

	２
	9,071.67㎡

（共有地持分を含む）
	２
	2,827,729,000円


　　　　　

2 入札参加者数  25
	入札物件数
	入札物件面積
	落札物件数
	落札金額計

	６
	10,761.18㎡
	６
	1,039,525,525円


3 入札参加者数  3

	入札物件数
	入札物件面積
	落札物件数
	落札金額計

	３
	521.74㎡
	２
	43,068,000円


一般競争入札の推移（最近3か年）

	区分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	入札物件数
	13
	9
	11

	入札物件面積計
	33,053.46㎡
	24,989.31㎡
	20,354.59㎡

	入札参加者数 
	86
	93
	51

	落 札 物 件 数
	10
	9
	10

	落札金額計
	4,798,747,999円
	7,350,919,000円
	3,910,322,525円


※いずれも延べ数

２　所管換引受け

（１）　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　７件

　　　数　　　量　　　　　　　　１９，３５３．５４㎡

　　　　取得価格　　　　　　３９１，５５４，４８１円

　建　　　物　　　　　　　　　　　　　　  　２件

　　　数　　　量　　　　　　　　　２，１１２．９７㎡

　　　　取得価格　　　　　　７２９，９９１，７１０円

　　　　工　作　物　　　　　　　　　　　　　　 　 ３件

　　　取得価格　　　　　　　６１，１８７，０００円

　　　　（別表１　所管換引受けの状況表　１１頁）
３　所管換引渡し

（１）　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　  　１件

　　　数　　　量　　　　　 　　　　 　１７６．７６㎡

　　　　取得価格　　　　　　　２０，２１９，２２３円

　　　　（別表２　所管換引渡しの状況表　１１頁）
４　処　　　　分

（１）　売払い
ア　　土　　　地　　　　　　　　　　　　　２２件

　　　　　　数　　　量　　　　　　２０，５２７．２５㎡

価　　　格　　３，９３８，１６８，３０８円

イ　　建　　　物　　　　　　　　　　　　　　２件

　　　　　　数　　　量　　　　　　　２，１１２．９７㎡
（別表３　普通財産売払状況表　１２頁）

（２）　無償譲渡
　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　６件

　　　　数　　　量　　　　　　　　　４，６５６．１６㎡

    　　取得価格　　　　　　１９０，２３０，４５０円

（別表４　普通財産無償譲渡状況表　１３頁）

５　普通財産貸付

（１）土　　　　地  　　　　　　      　　  　　９４件

ア　有      償　　　　　　　　　　　　　　　９０件

数　  量　　　　　　　　　 ７,８３６．４３㎡

貸 付 料　　　　　　　２５，８９４，１４０円

イ  無  　  償　　　　            　　      　４件

数　  量　　　　　　　　　　　９１１．６０㎡
　　　　 （別表５　普通財産貸付状況表　１３頁）

６　測　　量

当課所管の普通財産の管理、処分、他部局所管財産の売却及び管理等に伴う測量等の委託業務を

行った。

　　　

（１）　除草業務　　　　２件　　１，３３１，６４０円
　　　

（２）　登記業務 　　　 ３件     　 ６５８，８００円

（３）　工事請負　　　　１件 　　　 ２３２，２００円

７　境界確定
　　境界確定未了物件について、所有権境界確定協議（１１件）を行った。

８　登　　　 記

売払いによる所有権移転、無償譲渡に伴う所有権移転登記（２９件）、買戻特約抹消登記（０件）、分筆等その他の登記（１１件）の登記嘱託を行った。
事務事業実績








